
１． 研究の背景と位置付け 
 近年、大規模災害が多発する本国において、防災・復

興方法について検討することは重要な課題となっている。

筆者は 2011 年より東日本大震災における被災地の支援

活動を行っている。特に宮城県気仙沼市大沢地区につい

ては、2011 年 10 月より大沢地区自治会、大沢地区防災

集団移転促進事業期成同盟会とともに住民集会を開催し、

地区の復興について検討を重ねてきた。震災から 6年を

経てようやく居住地再建完了の目途がついてきた状況で

あり、そこに至るまでの居住動向は多岐にわたる。本地

区だけでも、指定避難所、地区内外の被災を免れた親戚・

友人宅、在宅、旅館・ホテル、応急仮設住宅など様々な

避難場所を経由している。多様な被災者のニーズに応じ

て多様な受け皿があることは重要であると考える一方、

避難場所が多様化することで震災前の地域住民の避難場

所を把握できず、地域の復興状況を十分に共有できない

懸念がある。北後は、居住者は従前の居住地区内に戻る

ことを基本とした際に、コミュニティを維持する条件と 

して住み替えの場所を従前地区の近くに用意し、住民同

士の日常的な交流関係を維持すること、復興まちづくり

に積極的に関与させることが重要であると述べている１）。

田村らは阪神・淡路大震災の復興調査の中で生活再建 7

要素モデルの検証を通して、地域行事への参加度合が高

い人の生活復興感が高い傾向にあることを明らかにして

いる２）。しかし、多くの支援者が認識する被災者は指定

避難場所や応急建設住宅に避難する人であり、親戚・友

人宅や旅館・ホテル、応急借り上げ住宅等へ避難する人

を扱った支援や研究報告はほとんど見られない。筆者は

これまで震災以前と同じ家で暮らす住民（以下：在宅世

帯と記述）が、復興過程の中で復興・支援の対象から見

落とされやすい傾向にあることを述べている３）。こうし

たことから、指定避難所及び仮設住宅で避難生活を過ご

す住民以外は地域の情報を十分に入手できない可能性が

高い。現時点では多様な避難場所を前提とした持続可能

な地域復興、住民の生活復興感を高めるための方策は示

されていない。内閣府は 2016年 6月に「防災 4.0」未来

構想プロジェクト有識者提言の中で、復元力を高めるた

めに住民の自助・共助を高めることを基本柱の 1つにし
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ていることからも、地域住民の避難 を把握し、

に支えあう みを えることが重要である ）。以上の

ことから、本 では１つの地域に 点を て、地域

の居住動向を 的に え、居住地再建過程における居

住 と地区内再建 の関係性を明らかにする。特に居

住地再建過程において になりやすい旅館・ホテル

避難者及び応急借り上げ住宅（以下：みなし仮設）、自

避難については避難 に 目することにより、地区内

再建 向上に向けた復興課題を することを目的とし

ている。本 では筆者が 続的に支援を続ける宮城県気

仙沼市大沢地区をモデルに調査・分 を行う。 
 
． 研究の  
 国の避難 の把握 

 宮城県気仙沼市大沢地区における震災 後から住宅

再建までの居住動向の把握。 

 旅館・ホテル及びみなし仮設における避難生活を

由と生活 の把握（2016 年 5 月 3 日 7 日、

件 ：9件） 

 旅館・ホテル及びみなし仮設を する住民の特

分 。 

 
3． 大 災における被災者  
3-1． の避難  
復興 では、 国の避難者 等を しており、その

分 は避難所（ 民館・学 等）、旅館・ホテル、その

（親 ・ 人宅等）、住宅等（ 住宅・応急仮設住宅・

民 住宅・ 院等）となっている ）。また、住宅等

の については、 生 及び内閣府が してい

るため、日 を合わせて した ）（ １）。旅館・ホテ

ルへの避難については東日本大震災に係る災害 助法の

力 用について（その ） ）により、旅館、ホテル等

に避難する際にかかる 用を国 の対象とした。旅

館、ホテル等への避難者 は 2011 年 6 月 2 日時点で

28,014 人 ）にも している。しかし、2012 年にはほと

んど 在していないことから、この時期には仮設住宅や

みなし仮設における仮設期へと移行していることが分か

る（ １）。2012年 12月以 は避難者の大多 が仮設住

宅とみなし仮設への避難者となっている。みなし仮設へ

の避難者が多い特 として、東日本大震災においては災

害 助法（ 和 22年法 118 ）の 用によるみなし

仮設の本 的な 用が 行されたことがあげられる。特

に 発の により、従前地区 近に避難場所を で 気仙沼市における避難者  

１ 大 災に る避難者  
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きないこと、 被災による 地の がかかったこと

が 大の要 と考えられる。東日本大震災から 6年が経

過した も 119,163人の避難者が 在していることを

まえると、 与期 を建 工事が完了した日から 2

年 3か月以内とした仮設住宅以外の があることの

重要性が高いことは分かる。 
 
3-2．気仙沼市の避難  
気仙沼市が している避難状況については震災発生

から 3か月後である 6月 13日時点で、一次避難所 39

設：2,359人（内 2 設：47人は市外）、二次避難所 15

設：453人（内 3 設：61人は市外）が避難しており、

二次避難者の は一次避難者 の 20 以下である ）。仮

設住宅への避難者 は 2012年 1月時点で 8000人 であ

るが、みなし仮設は 4000人 と 程度の避難者 で

ある（ ２）。その後もおおよそ仮設住宅における避難者

の 程度がみなし仮設で避難していることが分かる。 

 
4．気仙沼市大沢地区における居住地再建 の  
4-1．居住動向と地域内再建率 
気仙沼市大沢地区は 186世帯 636人（2011年 3月 1日

時点）の地区であり、震災により 75 の世帯が被害を

受けた。大沢地区では、居住地再建方法として防災集団

移転促進事業及び災害 住宅により、80世帯が居住地

再建を行う 定である。本地区では、指定避難所、親戚・

友人宅、在宅、旅館・ホテル等、みなし仮設、仮設住宅

に避難している（ ３）。本地区では、在宅世帯を くと

指定避難所及び仮設住宅に避難している世帯は居住動向

を把握する 世帯の 45 、39 と多 であることが

分かる。それに べて、旅館・ホテル（7 ）、みなし仮

設（6 ）、親戚・友人宅（19 ）と 常に ない。 し、

居住動向を把握できていない多くは地区外に避難及び再

建している世帯であるため、 際みなし仮設による避難

者は多いことが 想される。これは 186世帯と して

世帯 が多くない地区においても、 ての動向を把握す

ることが難しさを示しているともいえる。また、 避難

場所 に地区外再建 合をみると、指定避難所（12 ）、

親戚・友人宅（4 ）、旅館・ホテル等（30 ）、仮設住宅

（10 ）、みなし仮設（25 ）となっている。旅館・ホテ

ル等、みなし仮設を経由する世帯は指定避難所、仮設住

宅、親戚・友人宅と べると地区外再建 が 10 以上高

い。 だけで見ると旅館・ホテル等及びみなし仮設を

経由する世帯は地区外に流 しやすい傾向にあることが

明らかとなった。 

 
4-2．旅館・ホテル の避難者  
気仙沼市では、2011年 5月 3日のお らせの中で、旅

館・ホテル避難に関する 明が記 され、市内に 300

気仙沼市大沢地区住 の 災 居住地再建 の居住動向 
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人分、市外に 600 人分が用意された。 し み期 は 5

月 4日 9日とし、5月 15日ご から旅館・ホテル避難

を開 しており、その後は きがで次 、 集がかけら

れている。 

本地区では、10世帯が旅館・ホテル避難を行っている

（ １）。そのうち 7 世帯に を した。旅

館・ホテル避難にいたるルートは大きく２つに分けられ

る。１つは、指定避難所から移動したもの。もう１つは、

親戚・友人宅から移動したものである。指定避難所から

移動した 由としては、 的な 由（ 共 きによ

る避難所の を えない、 事 わりにす に に

入れない、プ ーがない、家 が多いことによる

気づかいなど）や 的な 由（ 事に 意が 要だっ

たが ではまかなえなかったなど）である。親戚・友

人宅から二次避難した 由は、 的な 由（親戚・友

人への気づかい、途中から指定避難所に入りづらかった

など）や 的 由（指定避難所に入 うとしたが

ー がなかったなど）である。指定避難所から二次避難

を する人は、指定避難所の生活 に ト 等の

がかかったことが な要 である。一方、親戚・友

人宅に避難した人にとっては、友人・親戚への気づかい、

指定避難所で避難する住民への気づかいから たな避難

として旅館・ホテル等を している。ここで特筆し

たいのは、指定避難所は ミ を すと 的な

居が高くなるということである。指定避難所で生活して

いる住民に対する後 めたさや が構 された に

途中から入ることへのためらいが生じていることが分か

る。そうした意 においても、 たな避難 として旅館・

ホテルの活用は避難者と親戚・友人 者への気づかいが

生じた避難者の受け皿として 能したといえる。 

二次避難してよかった点としては、生活 が し

たことが大きい。特に 事が てくること、 にはい

れること、プ ーが されたことである。また、

同じ地区の住民が避難しているということも 点として

げられている。一方、同じ地区の人がいないことや地

区から れてしまったことにより地域の情報が入らない

ことがよくなかった点として げられている。 

避難 における地区との関わりとしては、地区の

や ティ 、世 などさま まな で地区住民と

の関わりを持っていたことが分かる。また、旅館・ホテ

ル等にも仮設住宅の 集情報の り しなどもあり、復

興の情報は入手できていたことが分かる。 

また特 の 1つとして、旅館・ホテル等へ避難した住

民はみなし仮設ではなく、仮設住宅に避難場所を移行し

ていることがあげられる。 

 
4-3．みなし仮設の  
 気仙沼市では、4月 30日の 報 によって市民にみな

し仮設住宅に関する 内がされており、5月 1日 20日

の に受 を行っている。その後も、 時 受 を行

っていたが、 成 23年度 に県内の避難所が て し

たことにより、民 住宅借上げの受 は 了してい

る。 

 本地区では、筆者が自治会及び地域住民への

により把握しているもので 8件ある。そのうち、

を できたのは 2 件ある。2 件に共通する特

としては、震災発生から 期に避難しているということ

である。みなし仮設を した 由としては、震災によ

る 的要 （ が震災による クを受けた、

を見たくなかった、指定避難所の生活で 的に 入っ

たなど）や避難所の生活 による要 （避難所の生活

が い、 の 調が かったなど）、そして 期に

生活を 定させたいという要 が いていることが分か

る。 

 みなし仮設を してよかった点としては、被災地を

れて な場所に避難したことで 的に

ュできた、生活が 定した 感が げられている。一

方、 や大沢地区の情報が入って来なくなった、地区

の集まりに を しづらくなった、 たちの友人関係

の 化などよくなかった点があげられている。また、仮

設住宅との 度 を感じるようになり、地区に戻るか

ようになったという もあがった。みなし仮設に入居

することで、地区の復興・まちづくり情報や住民とのコ

ミュニ ー が し、 することで地区に戻る

ことへの 居が高くなっていることが分かる。自 的に

避難することにより地区との関わりが になり、地区

に戻る 的な 居が高くなっていることが分かる。 

 
4-4．旅館・ホテル の避難の け  
 二次避難場所として 用された避難所の経 者にも

を行った（ 設経 者、60 、 性）。 

 震災前に避難所として 用するという し合いは か

ったが、震災後に行 から二次避難所として 用するこ

との要 があった。そのため、避難者用に を 室用

意したが、 時 ティ が多く、 ティ

に したほうが は かった。また、避難所としての 
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用を想定しておらず、日中も 用 がいるというのは

外的なことで対応が難しかった。対応として の

や 団を すことなどは避難者に任せたが、人によっ

て手入れの度合いが なるため内 や 団の みが通常

より しいとこ もあった。また、国からの助成 だけ

では、通常 を受け入れるよりも となるため、一

と避難者の 事内 が なることなど、受け入れ と

してあらかじめできること、できないことを えていた

ので、目 ったト ルは かった。一 と同じ 用

を受け れる みがあれ 、受け入れ は えた

かもしれないと述べている。 

 
5．  
5－1．居住動向と の  
 本 により被災者の居住動向と地区内再建 の関係性

について以下のことが明らかとなった。 

避難場所による地区内再建 の傾向 

 大沢地区を対象に居住地再建までの居住動向を示した

うえで、避難場所によって地区内再建 に があるこ

とを明らかとした。特に、旅館・ホテル等及びみなし仮

設に避難した世帯の地区外再建 が高くなる傾向にある

ことが明らかとなった。旅館・ホテル等及びみなし仮設

においては、地区の復興・まちづくりに関する情報、地

区住民との日常的なコミュニ ー による仮設

住宅への避難者との 度 が生じることが地区内再建へ

の意 下に していることが 1つの要 として考え

られる。 

旅館・ホテル等への避難者及び避難場所としての特  

 避難者の特 は大きく 2 つに分 される。1 つは、指

定避難所における生活 が となった人が避難した

ということ。もう 1つは、被災 後に指定避難所に避難

しなかった・できなかった人である。特に、被災 後に

指定避難所に避難せずに親戚・友人宅に避難した住民に

とっては、震災から一定の時 が経過すると親戚・友人

に気をつかうようになると同時に、指定避難所に避難す

ることへの 的な 居があがっていることは重要な

見である。また、指定避難所とは なる一時的な避難

が 在したことは 的・ 的な を したこと

は分かる。しかし、 で地区を れることに一定の

を えていたこともうかがえ、同地区の住民がいるこ

とに 感を いていることも明らかとなった。 

みなし仮設への避難者及び避難場所としての特  

 避難者の特 は震災発生から 期にみなし仮設を

しているということである。 期に生活を 定させるこ

とを したことにより居住 は 定したが、 期に

わたる避難生活の中で仮設住宅の住民との 度 を感じ

るようになった、地区の情報を入手するために 力を要

するということがみなし仮設の特 の 1つといえる。 

 
5－2．避難 の す  
 本 により避難場所の多様化が及 す課題が つかみ

えてきた。復興過程においては、指定避難所や仮設住宅

のように集団で生活することで同じ で暮らす住民

の関係性が くなり、 で避難する住民との 的な

かい が生じる傾向にある。そこに で避難する住民

が途中から 入するには 的な 居が高くなる。また、

地区住民が地区 の居住動向を把握する みについ

ても課題が見える。 はあるが居住動向を に把握

することで、避難者 の 的かい を させるため

の方策が検討することが地域内再建 を向上させるため

に重要な要素であるといえる。持続可能な地域を 成す

るためにまずは被災前の住民が元の地域に ってくる可

能性を高めることが 要であり、検討すべき課題である。 

 

5－3． の  
 本研究では、 に旅館・ホテル避難及びみなし仮設を

する と を明らかにすることで、避難所の多

様化と地域復興の を 成するための課題を示した。

またこれまでに在宅世帯に 目し、震災 後に たした

を明らかにしている。 き続き、指定避難所及び仮

設住宅、地区外再建者の生活 、居住地 の 定要

素について調査・研究を行うことで、地域内再建 を高

めるための復興 ・ 策の方法を明らかにしていく。 
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